
 納税通知書の見方                                                               

  「地方公共団体情報システムの標準化に関する法律」に基づき、日野市では令和 7年 10月 14日より地方公共団体

の住民サービスを担う基幹業務システムを、国が定める標準仕様に準拠したシステム（標準準拠システム）へ移行しま

した。これまで地方公共団体ごとに独自に定めていた通知や様式等のレイアウトが、標準仕様で規定されるものに統一

され、大きく変更となりました。 
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日野市　令和○年度
固定資産税・都市計画税
（土地・家屋・償却資産）

納税通知書

賦課年度 令和○年度

東京都日野市長

通知書番号 ○○○○○○○○○○

あなたの固定資産税・都市計画税は次のとおりです。

令和○年○月○日

○ お問い合わせ
金融機関名 ****** 日野市役所　042-585-1111（代表）

口座番号 ******

口座名義人 ******

振替方法 ******

支店名 ****** 資産税課
土地について 内線1311

口座種別 ****** 家屋・償却資産について 内線1321

区分 固定資産税（円） 都市計画税（円） 期  別 納 期 限

999,999,999

償却資産 999,999,999 第２期 令和○年○月○日

納 付 額（円）

課
税
標
準
額

土地 999,999,999 999,999,999
第１期 令和○年○月○日 999,999,999家屋 999,999,999

第４期 令和○年○月○日 999,999,999軽減・減免前税額 999,999,999 999,999,999

999,999,999

合計 999,999,999 999,999,999 第３期 令和○年○月○日 999,999,999

税率 1.４％ 0.27％

共用土地税額 999,999,999 999,999,999 随時期１ 令和○年○月○日

軽 減 税 額 999,999,999 999,999,999
随時期２

合 計 年 税 額 999,999,999

区分所有家屋を所有されている場合、家屋の課税標準額の欄（B及びL）には、区分所有家屋の専有部分ごとの課税標
準相当額に持ち分相当の共用部分の課税標準相当額を加えた課税標準相当額を表示しています。

備考

宛名番号　　○○○○○○○○○○

令和○年○月○日減 免 税 額 999,999,999 999,999,999

年 税 額 999,999,999 999,999,999

口座振替のお申込みをされている方は、登録の口座情報

が記載されます。「******」が記載されている場合は、 

振替口座の登録がありません。 

【お支払方法についてのお問い合わせ先】 

日野市 納税課 管理係    042-514-8259 

納税通知書の送付先宛名のため、課税明細書に記載のある 

固定資産課税台帳上の所有者と異なる場合があります。 

期別ごとの納期限と納付額を記載しています。期別税額

は合計年税額を４期で除し、千円未満の端数は第１期に

合算されます。 

お問い合わせの際には、通知書番号と左下部備考欄に記載

される宛名番号をお伝えください。なお、個人情報保護の

観点から、個々の税額・評価額等に関してのお問い合わせ

にはお電話では回答できません。 

課税標準額が免税点を下回ると課税されません。 

土地免税点  ：  30 万円 

家屋免税点  ：  20 万円 

償却資産免税点： 150 万円 

区分所有家屋を所有の場合、規約共用部分の税額が共用

土地税額（G 及び P）に含まれる場合があります。 



 課税明細書の見方                                                               

 

令和○年○月○日
東京都　日野市長

○／○　ページ

区分
登記地目又は種類・用途 登記地積又は床面積（㎡） 建築年

土地
雑種地

区分
登記地目又は種類・用途 登記地積又は床面積（㎡） 建築年

家屋
居宅・住宅（居宅） 平成30年

一般住宅用地

999,999,999 スレート
都
計

999,999,999
登記氏名又は名称　　○○○○○○ 999,999,999

999,999,999 999,999,999
小規模住宅用地

上記以外の土地

神明1丁目　　　12-1 0123456789012
固
定

999,999,999

前年度課税標準額又は比準課税標準額（円） 軽減税額（円）
減免税額（円） 相当税額（円）

小規模住宅用地

地積
固定

課税標準額
（円）

固定

負担水準

都計
課税標準額

（円）

都計

負担水準

999,999,999

999,999,999

999,999,999
木造 999,999,999 2階建 999,999,999 999,999,999
12-1

土地又は家屋の所在地 不動産番号
固
定

課税標準額（円） 本則課税標準額（円）

評価額（円）

前年度課税標準額又は比準課税標準額（円） 軽減税額（円）
現況地目又は構造 現況地積又は床面積（㎡） 現況階層 減免税額（円） 相当税額（円）
家屋番号又は共用土地の持分割合 非課税地積又は床面積（㎡） 現況屋根

都
計

課税標準額（円） 本則課税標準額（円）
備考

一般住宅用地

上記以外の土地

999,999,999 999,999,999 999,999,999 999,999,999

999,999,999 999,999,999

一般住宅用地 999,999,999 999,999,999 999,999,999 999,999,999 999,999,999

999,999,999
宅地 999,999,999 999,999,999 999,999,999

登記氏名又は名称　　○○○○○○ 999,999,999 999,999,999
999,999,999 999,999,999

小規模住宅用地 999,999,999 999,999,999 999,999,999

999/9999 999,999,999
都
計

999,999,999 999,999,999

上記以外の土地 999,999,999

都
計

課税標準額（円） 本則課税標準額（円）
備考

一般住宅用地

上記以外の土地

神明1丁目　　　12-1 0123456789012
固
定

999,999,999

前年度課税標準額又は比準課税標準額（円） 軽減税額（円）
減免税額（円） 相当税額（円）

小規模住宅用地

地積
固定

課税標準額
（円）

固定

負担水準

都計
課税標準額

（円）

都計

負担水準

999,999,999
999,999,999

999,999,999

999,999,999

令和○年度　　　　　　　固定資産税・都市計画税
（賦課年度　令和○年度）　　　（土地・家屋）課税明細書

納税
義務者

住所又は所在地 日野市神明1丁目12番地の１

通知書番号 ○○○○○○○○○○
氏名又は名称 日野　太郎

土地又は家屋の所在地 不動産番号
固
定

課税標準額（円） 本則課税標準額（円）

評価額（円）

前年度課税標準額又は比準課税標準額（円） 軽減税額（円）
現況地目又は構造 現況地積又は床面積（㎡） 現況階層 減免税額（円） 相当税額（円）
家屋番号又は共用土地の持分割合 非課税地積又は床面積（㎡） 現況屋根

土地   ◎区分が「土地」のもの 

 

共用土地の持分割合 
マンション敷地等の共用土地の場合、持分割合を記載 

明細記載のものは敷地全体ため、按分後の値は持分割合を

かけて求めます。 

非課税地積 
非課税になる地積がある場合に表示 

固定資産課税台帳上の所有者 

氏名・住所 

所在地 
不動産番号 
登記事項証明書等の表題部に記載されて

いる不動産を特定するための番号 

課税標準額 
税額を計算するもとになる額 

減免税額 

相当税額 
課税標準額×税率 

軽減税額 
新築軽減等による軽減税額

を記載 

評価額 

償却資産 償却資産については課税明細書を交付しておりません。資産の内容については、申告書同封の資産一覧をご覧ください。 

家屋   ◎区分が「家屋」のもの 

 

3 ページ目以降の課税明細書については、

原則として別送しています。 

種類・用途(登記のみ) 
種類・用途(居宅、共同住宅、車庫等)を記載 

構造(現況のみ) 
構造(木造、鉄筋コン造、鉄骨造等)を記載 

 

家屋番号 
未登記家屋の場合は空欄 

非課税床面積 
非課税になる家屋がある場合に表示 

階層(現況のみ) 
家屋の地上階数を記載 

床面積（登記・現況） 
マンションなどの区分所有家屋は、規約共用部

分（集会所・ポンプ室等）の持分が含まれるため、

登記と現況の床面積が異なります。 

地目(登記・現況) 
地目(宅地、田、公衆用道路等)を記載 

負担水準 
個々の土地の前年度の課税標準額が今年度の評価額に対してどの程度

まで達しているかを示すもの 

            前年度課税標準額 

負担水準(％) ＝ ―――――――――――――――――― × 100 

         今年度評価額 × 住宅用地の特例率 


